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３.法改正に伴い対応したこと 

（1）法改正に伴い対応したことの有無 

○法改正があったことを知っている 4,114 社のうち、法改正に伴って「対応していることがあ

る」とする企業は 66.1％である。 

○主要事業内容別にみると、「金融・保険業」では 80.2%が「対応していることがある」と回答

しているのに対し、「教育・学習支援業」では 56.0%、「飲食店・宿泊業」では 58.7%と、他の

業種よりも少なくなっている。 

○高年齢者比率別にみると、高年齢者比率が高い方が「対応していることがある」が少なくな

る傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改正に伴い対応したことの有無（主要事業内容別）

66.1

62.3

68.3

64.1

63.0

70.7

80.2

72.0

58.7

61.1

56.0

63.5

73.1

33.0

36.2

31.1

35.3

35.4

28.5

19.8

27.1

38.7

37.4

44.0

35.4

26.9

2.7

-

1.1

-

1.5
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1.5

0.5

0.6

1.6

0.8

-
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4114)

＜主要事業内容別＞

建設業(334)

製造業(733)

情報通信業(340)

運輸業(254)

卸売・小売業(883)

金融・保険業(86)

不動産業(107)

飲食店・宿泊業(75)

医療・福祉(337)

教育・学習支援業(116)

サービス業(756)

その他(93)

対応していることがある 対応していることはない 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

改正に伴い対応したことの有無（高年齢者比率別）

66.1

67.1

67.9

64.9

53.4

55.8

33.0

31.7

31.6

34.3

44.7

43.2 1.1

1.9

0.8

0.5

1.2

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(4114)

＜高年齢者比率別＞

10％以下(1516)

11～30％(1729)

31～50％(490)

51～70％(206)

71％以上(95)

対応していることがある 対応していることはない 不明

 ※ ( 　)内はＮ数

※高年齢者比率において、無回答だったもののデータは除く
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（2）法改正に伴い対応した内容 

○法改正に伴って｢対応していることがある｣2,720 社において、実際に対応していること（複

数回答）は、「継続雇用制度の制度導入、改善」(77.3%)が最も多く、「定年年齢・継続雇用上

限年齢や選考基準等、現在の制度について見直し」（44.3%）が続いている。 

○主要事業内容別にみると、「健康・安全への対応」は、「建設業」（24.0%）、「運輸業」（28.1%）

で他の業種よりも多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実際に対応していること　＜複数回答＞
全体（N=2720）

77.3%

13.9%

6.9%

13.8%

22.2%

3.1%

3.6%

7.3%

12.1%

44.3%

1.9%

0.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

継続雇用制度の制度導入、改善

運用に関するノウハウの収集

職務内容の見直し・職域開発

勤務形態の見直し

賃金・処遇体系の見直し（退職金を含む）

作業方法・作業環境の見直し
（職場改善・職務再設計等）

職務遂行能力の維持・向上への対応
（能力開発等）

モチベーションの維持・向上への対応

健康・安全への対応

定年年齢・継続雇用上限年齢や
選考基準等、現在の制度について見直し

その他

不明

建設業（N=208）

81.3%

12.0%

10.6%

14.4%

28.4%

7.2%

6.7%

8.2%

24.0%

42.8%

1.9%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

継続雇用制度の制度導入、改善

運用に関するノウハウの収集

職務内容の見直し・職域開発

勤務形態の見直し

賃金・処遇体系の見直し（退職金を含む）

作業方法・作業環境の見直し
（職場改善・職務再設計等）

職務遂行能力の維持・向上への対応
（能力開発等）

モチベーションの維持・向上への対応

健康・安全への対応

定年年齢・継続雇用上限年齢や
選考基準等、現在の制度について見直し

その他

不明

製造業（N=501）

78.4%

16.2%

7.4%

16.2%

25.0%

4.6%

4.4%

6.4%

13.4%

47.1%

2.4%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

情報通信業（N=218）

81.2%

12.8%

4.6%

8.7%

16.5%

0.9%

2.3%

5.0%

5.0%

48.2%

1.8%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

運輸業（N=160）

78.8%

13.1%

11.3%

18.1%

25.0%

2.5%

3.1%

10.0%

28.1%

44.4%

1.3%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

継続雇用制度の制度導入、改善

運用に関するノウハウの収集

職務内容の見直し・職域開発

勤務形態の見直し

賃金・処遇体系の見直し（退職金を含む）

作業方法・作業環境の見直し
（職場改善・職務再設計等）

職務遂行能力の維持・向上への対応
（能力開発等）

モチベーションの維持・向上への対応

健康・安全への対応

定年年齢・継続雇用上限年齢や
選考基準等、現在の制度について見直し

その他

不明

卸売・小売業（N=624）

77.9%

13.3%

7.7%

13.1%

23.2%

2.4%

3.2%

7.4%

8.7%

43.3%

0.8%

0.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

金融・保険業（N=69）

79.7%

14.5%

2.9%

11.6%

14.5%

5.8%

1.4%

46.4%

1.4%

1.4%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
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（3）対応していない理由 

○法改正に伴い｢対応していることはない｣1,356 社において、対応していない理由（複数回答）

は、「既存のルールで対応可能だった」(76.6%)が最も多く、「現在、検討している」（19.7%）

が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対応していない理由　＜複数回答＞
全体（N=1356）

76.6%

19.7%

1.0%

2.3%

4.1%

1.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

既存のルールで対応可能だった

現在、検討している

既存のルールが形骸化していた

検討の余裕がなく、
今後も対応する予定はない　

その他

不明

不動産業（N=77）

70.1%

13.0%

3.9%

9.1%

20.8%

2.6%

6.5%

11.7%

41.6%

1.3%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

継続雇用制度の制度導入、改善

運用に関するノウハウの収集

職務内容の見直し・職域開発

勤務形態の見直し

賃金・処遇体系の見直し（退職金を含む）

作業方法・作業環境の見直し
（職場改善・職務再設計等）

職務遂行能力の維持・向上への対応
（能力開発等）

モチベーションの維持・向上への対応

健康・安全への対応

定年年齢・継続雇用上限年齢や
選考基準等、現在の制度について見直し

その他

不明

飲食店・宿泊業（N=44）

72.7%

11.4%

4.5%

18.2%

29.5%

4.5%

2.3%

11.4%

18.2%

34.1%

2.3%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

医療・福祉（N=206）

77.7%

12.6%

5.8%

13.6%

15.5%

2.4%

2.9%

5.8%

7.8%

45.6%

2.9%

0.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

教育・学習支援業（N=65）

72.3%

10.8%

9.2%

15.4%

18.5%

1.5%

1.5%

7.7%

4.6%

36.9%

1.5%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

継続雇用制度の制度導入、改善

運用に関するノウハウの収集

職務内容の見直し・職域開発

勤務形態の見直し

賃金・処遇体系の見直し（退職金を含む）

作業方法・作業環境の見直し
（職場改善・職務再設計等）

職務遂行能力の維持・向上への対応
（能力開発等）

モチベーションの維持・向上への対応

健康・安全への対応

定年年齢・継続雇用上限年齢や
選考基準等、現在の制度について見直し

その他

不明

サービス業（N=480）

71.9%

14.0%

5.0%

13.1%

20.0%

3.5%

4.2%

7.9%

12.7%

43.3%

2.9%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他（N=68）

85.3%

22.1%

7.4%

13.2%

29.4%

2.9%

10.3%

4.4%

41.2%

1.5%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
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建設業（N=121）

83.5%

15.7%

0.8%

0.8%

3.3%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

既存のルールで対応可能だった

現在、検討している

既存のルールが形骸化していた

検討の余裕がなく、
今後も対応する予定はない　

その他

不明

製造業（N=228）

82.9%

16.2%

0.9%

1.8%

1.8%

0.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

情報通信業（N=120）

63.3%

27.5%

0.8%

4.2%

9.2%

0.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

運輸業（N=90）

85.6%

14.4%

2.2%

5.6%

2.2%

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

既存のルールで対応可能だった

現在、検討している

既存のルールが形骸化していた

検討の余裕がなく、
今後も対応する予定はない　

その他

不明

卸売・小売業（N=252）

75.0%

24.2%

0.8%

1.6%

3.2%

0.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

金融・保険業（N=17）

94.1%

5.9%

-

-

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

不動産業（N=29）

75.9%

24.1%

3.4%

-

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

既存のルールで対応可能だった

現在、検討している

既存のルールが形骸化していた

検討の余裕がなく、
今後も対応する予定はない　

その他

不明

飲食店・宿泊業（N=29）

69.0%

27.6%

3.4%

3.4%

3.4%

3.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

医療・福祉（N=126）

74.6%

19.0%

0.8%

2.4%

4.0%

1.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

教育・学習支援業（N=51）

84.3%

15.7%

-

-

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

既存のルールで対応可能だった

現在、検討している

既存のルールが形骸化していた

検討の余裕がなく、
今後も対応する予定はない　

その他

不明

サービス業（N=268）

73.1%

19.4%

1.9%

3.4%

5.2%

1.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他（N=25）

64.0%

20.0%

12.0%

4.0%

-

-

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%


